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令和７年度 

（2025年度） 会計管理者の取り組み実績 
＜部長の方針・考え方＞ 

①市の会計執行機関として、法令等に基づく適正かつ円滑な会計業務を執行します。 

②公金の出納にあたっては、常に効率的な事務執行に努め、相手方である市民や事業者の利便性の向上に繋げ

ます。 

③金利変動や物価高騰など、予測困難な近年の経済情勢を踏まえ、歳計現金や基金のより確実かつ効率的な保

管・運用に努め、安定した財政運営に資するよう取り組みを進めます。 

 

＜部の構成＞ 

会計課 

 

 

 

 

 

＜主な担当事務＞ 

(1)現金（基金に属する現金を含む）、有価証券及び 

  物品の出納・保管に関すること。 

(2)収入及び支出命令の審査に関すること。 

(3)財政資金の需要計画の策定に関すること。 

(4)決算及び付属書類に関すること。 

(5)指定金融機関・収納代理金融機関に関すること。 

(6)基金の管理及び運用に関すること。 

 

重点的な取り組み： 適正かつ円滑な会計事務の執行 

支出手続きにおいては、法令等に基づき厳正に審査を行い、不適切な公金支出を防止するとと

もに、適正かつ速やかに収入手続きを実施することで、より正確性の高い公金管理に努めます。 

 

実 績 

➀ 適正かつ円滑な会計手続きの実施。 

  ・一般会計・特別会計 

   ＜収入実績  1,635,020件  259,179,709,916円＞ 

   ＜支出実績    86,408件  254,427,801,451円＞ 

説 明 

➀ 公金の出納事務については、適正かつ円滑な執行に努めているところですが、

令和７年度は、公共料金の支払において、同時期に複数の部署で支払遅延が発

生したことを受け、公共料金の支払事務を全件調査し、内容を精査した上で、

口座引落しへの切替えを推進するなど出納事務のさらなる適正化に努めまし

た。 

 

 

重点的な取り組み： 公金収納事務のデジタル化への取り組み 

公金収納事務においては、納付者である市民や事業者の利便性の向上のためデジタル化に取り

組んでおり、現在、インターネットを利用したｅＬＴＡＸ（地方税共通納税システム）を地方税

以外の公金収納に活用する取り組みを進めています。今後、対象となる公金の各基幹システムの

改修や必要な手続きを進め、令和８年９月の運用開始を目指します。これにより、市民・事業者

の利便性だけでなく、金融機関の事務処理の効率化や本市会計事務の正確性の向上に繋げます。 
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実 績 

➀ ｅＬＴＡＸ運用のためのｅＬ－ＱＲ（地方税統一ＱＲコード）導入に向けた

各基幹システム改修のスケジュール管理、事業費等の予算化を行うとともに、

ｅＬＴＡＸ運用に必要な国等への申請手続き等を実施。 

説 明 

➀ ｅＬＴＡＸを活用する対象公金は以下のとおり。 

・国民健康保険料、介護保険料、後期高齢者医療保険料 

・行政財産目的外使用許可使用料、道路占用料等 

・水道料金・下水道使用料 

このうち、介護保険料、後期高齢者医療保険料については、並行して進めて

いる国の業務標準化基準に準拠したシステムとの調整が必要となったため、令

和９年度中の運用開始を目指します。 

 

 

重点的な取り組み： 基金の効率的な運用 

基金の保管・運用にあたっては、法令に基づき、安全性の確保を最重要視しつつ、効率性を追

求する観点から、基金運用における債券の購入を計画的に行っているところです。今後も長期財

政の見通しや金融情勢を踏まえ、運用額や運用手法のさらなる検証を進め、より適切な運用を目

指します。 

 

実 績 

➀ ・定期預金の新規預入実績 

   ＜5,096,000,000円（利率 0.55％～0.851％）＞ 

  ・債券の新規購入実績 

   【ラダー運用分】 

＜地方債  ５年債  ５億円（利回り 1.342％）＞ 

   ＜地方債 10年債  ２億円（利回り 2.285％）＞ 

      【行財政改革 取組分】 

＜地方債  ５年債 30億円（利回り 1.374％～1.638％）＞ 

説 明 

➀ 債券運用については購入計画に基づき従来から定期的に継続して購入してい

るラダー運用分と、新たな行財政改革の取組分を購入しました。行財政改革取

組分としては、財政調整基金等の基金残高の一部 50億円を原資に、国債金利の

上昇が見込まれる近年の傾向も鑑み、購入期間を２年に分散させ、令和７年度

は５年債を 30億円分購入し、財源確保を図りました。 

 また、定期預金については金融機関の預金金利が上昇傾向にあることから預

金額を一部増額し、運用益の増加に繋げました。 

 


